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研究成果の概要（和文）：犯罪者の更生要因と社会への再統合支援方策を探るために、刑事司法から釈放後２年
以上再犯ない元犯罪者100名に半構造化面接を実施した。
現在も量的分析を継続しているが、「刑務所仮釈放者」と「更生緊急保護者」の二類型への質的なパイロットス
タディの結果、典型的な更生過程を見出した。共通の更生要因として更生への動機付け、住居と収入の安定、関
係性、社会的居場所、自尊心、堅実な生活観が見出せた。これは、欧米の再犯リスク管理とは異なる再統合モデ
ルである。
この知見に依ると、支援者との信頼関係、就労支援、社会資源への仲介が更生を促進する。さらに、起訴猶予者
では、起訴前調査に動機付け促進機能を持たせることが望まれる。

研究成果の概要（英文）：In order to search for rehabilitation factors of offenders and necessary 
social support for their reintegration into society, we conducted semi-structured interviews for 100
 ex-offenders, who had not committed further offences for more than 2 years.
Thus we gain several rehabilitation paths.  They contain rehabilitation factors such as motivation 
of ex-offenders for rehabilitation, decent accommodation, stable income, rapport with important 
person they rely on, a sense of belonging in society such as having a job and steady view for their 
lives backed-up with a sense of self-respect.  These factors are different from the Western 
Risk-Need-Responsibity Model.
Therefore the treatment should facilitate such factors.  Since for non-indictment cases, 
rehabilitation motivation is rather difficult to obtain, investigation at prosecution stage should 
have function to cultivate it.  Further, for parole cases, support that incubates their capability 
in sociality and work ability is effective. 

研究分野：刑事政策、司法福祉、犯罪社会学
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１．研究開始当初の背景 
 犯罪者の社会内処遇の世界の潮流は、再犯
リスクを適正に測定してリスクレベルに応じ
た行動統制と介入を行って再犯を抑止し、併
行して当人の福祉的なニーズに応えるという
ものである。これに対し、日本では処遇側に
犯罪者の再犯リスクの管理・除去・軽減のた
めの働き掛けより、福祉的な更生支援に重点
が置かれている。 
 だが、福祉的な更生支援自体は緊急避難的
なものに留まっていて、長期間の再犯抑止を
可能とするような犯罪者の人間的な発達と社
会参入を促進する実効性のあるものとは言い
難い状況にある。 
 本来望まれるのは、再犯リスク管理と福祉
的な更生支援が調和した犯罪者処遇であり、
これは刑事政策・社会政策・地域福祉の適切
な連結と連繫によって実現される。ただし、 
具体的にいかなる再統合モデルが日本で有効
で、実現可能なのかについて、エビデンスに
基づいて詳細に論じられた研究は未だない。 

 
２．研究の目的 
 本研究は、犯罪者の地域社会への再統合の
有効なモデルを具体的に探ることを目的とす
る。 
 犯罪者と言われる人々は長年をかけて犯罪
傾向を形成し、欲求を充足する手段として犯
罪を行ってきた。犯罪者は各々一定の「犯罪
性」を固着させていると言える。そこで、犯
罪者処遇においては再犯リスク管理が不可欠
であり、国による行動統制と当人の更生努力
が必要となる。 
 同時に、大半の犯罪者は社会経済的に不遇
な中で生活し福祉的ニーズをもつので、国や
地域は彼らの福利を実現し社会復帰の基盤を
整えなければならない。そのために刑事政策
と社会政策が連動して地域福祉に繋がり、シ
ステムとして彼らの再統合を地域で支援する
必要がある。 
 このような観点から、本研究では日本にお
ける再統合支援の現状と課題を実証研究によ
って検証し、国際比較研究を交えつつ、日本
に相応しい再統合モデルを提案することを目
指した。 

 
３．研究の方法 
 本研究は、量的・質的調査研究、再犯リス
ク管理と更生支援の仕組みに関する実態調査、
文献等研究の三要素で構成した。詳細は下記
のとおりである。 
(1) 量的・質的調査研究 
 刑事司法手続又は刑の執行のための身柄拘
束を解かれ社会に復帰後２年以上再犯のない
者約100名に対し、平均１時間半の半構造化面

接を実施し、その結果を量的及び質的に分析
する。 
 
(2) 再犯リスク管理と更生支援の仕組みに関
する実態調査 
 犯罪者の地域への再統合支援の関連機関・
団体を視察し、その組織体制、業務の現状、
成果と課題について調査した。 
 国内では地域生活定着支援センター（埼玉、
鳥取）、更生保護施設（東京、神奈川、山梨、
愛知、滋賀、香川、鳥取、島根、長崎）と自
立準備ホーム（愛知）を視察した。 
 一方、海外ではフランス、オランダ、フィ
ンランド、米国の保護観察所、刑事施設、自
治体、元犯罪者の社会復帰支援のNGO組織など
を視察した。 
 
(3) 文献等研究 
 文献研究や学会参加を通じて、犯罪・触法
者の再犯の機序、再犯リスク管理、犯罪者の
福祉的ニーズ、再統合支援に関する国内外の
最新の情報や知見を入手した。 
 
４．研究成果 
(1)更生した元犯罪者に対する半構造化面接
調査の成果 
 被調査者約 100 名のほとんどは、身柄釈放
後更生保護施設に帰住した者であり、釈放時
に家族との関係性や住居がなかった。犯罪白
書によると、2015 年の刑務所出所者の半数近
くは家族・親族の元に帰住しているので、被
調査者は生活基盤において特に恵まれない
層の犯罪者といえる。これは既に更生して一
般人となっている者への接触が困難なこと
に起因する偏りであるが、犯罪者が必要とす
る福祉的ニーズを凝縮してもっているとも
見なすことができ、犯罪者の有効な再統合モ
デルを探るという本研究の目的にとって大
きな妨げとならないと考えた。 
 調査では、彼らの語りから、生育歴、犯罪
の要因、現在の生活実態、他者との関係性、
規範意識、更生要因などを質的に分析し、さ
らに、得られた情報を量的に解析している。
その成果は、2017 年 9月に開催される「第３
回世界保護観察会議」において英語で報告す
る。パイロットスタディでは、更生について、
欧米の再犯リスク管理・再犯防止計画モデル
とは異なる次のモデルを見出した。 
① 更生保護施設に帰住した「刑務所仮釈放
者」10 名の語りから見出した更生モデル 
 受刑中に、１）犯罪を重ねることの結末と
自分の将来について底つき体験をし、２）自
分の犯罪行為の要因に対する洞察を深め、
３）就労による生活再建への動機付けを高め
ていた。資質的には、４）集団生活への適応
力があり、５）過去の一時期に一応の堅実な



就労体験があり、６）自己の能力や生活状況
への妥当な現実認識ができ、７）思考にある
程度の柔軟性があった。そして、仮釈放後に
更生保護施設で支援的な人間関係と就労機
会を得て、生活再建の契機をつかんでいる。
さらに、更生保護施設退会後は仕事中心の自
律的な生活に満足し、平凡だが安定した生活
の価値をよく認識していた。更生要因は適切
な現実認識と受容、意識と生活の純化、関係
性にある。 
② 「更生緊急保護」により更生保護施設に
帰住した７名の語りから見出した更生モデ
ル 
 １）犯行時又は逮捕後に更生意欲が生じ、
そこに適時の適切な支援の手が加わり、２）
自らも支援を求め、３）支援者との間に信
頼・指導関係が構築され、４）徐々に堅実な
生活習慣が身に付き、身の丈に合った日々の
生活に満足を見出すという生活観の変化が
生じていく、５）それとともに失っていた自
尊心や向社会的な生活意欲を回復するとい
う更生経過を見出した。 
③ 「女性」更生保護施設に帰住した９名の
語りから見出した更生モデル 
 女性犯罪者の場合、健全で十分な対象関係
を経験していない場合が多く、基本的信頼感
が乏しく、それに伴い、他者と社会的関係や
信頼関係を構築・維持することができにくい
という問題があることに特徴がある。こうし
た特徴を背景に、１）逮捕勾留中又は受刑中
に問題意識や更生意欲が生じるが、自力更生
の構えは必ずしも強く形成されず、若干他力
本願的な部分や失敗予言的部分を持ちなが
ら更生保護施設の指導下に入る、２）そこで、
関係者から多少の失敗やわがままがあって
も自己存在そのものは「受容」され、「見捨
てられない」いう経験をする、３）被受容感・
被信頼感の充足の後に、指導者及び指導内容
への信頼と依存が生じ、４）自立と依存を行
きつ戻りつしながら徐々に自立傾向を強め
ていく、５）その中で職場や地域社会に居場
所と社会的人間関係を得る、６）そこでの自
律的・自立的生活に生きがいや価値を見出す
という生活観の変化が生じていくという更
生経過を見出した。 
④ 二つの更生モデルに基づく政策提言 
 「刑務所仮釈放者」モデルにあっては、既
に本人が体得している社会性や就労能力を
発現・発展させるようなインキュベーター的
な支援が有効であり、当人との関係性、就労
支援、地域の社会資源への仲介が社会への再
統合を促進する。女性にあっては、具体的支
援を実施する前段階での、指導者との信頼関
係・指導関係の構築に時間と労力をかけられ
る体制作りをする。 
 一方、「更生緊急保護者」モデルにあって

は、起訴前調査が調整・調査に止まらず、当
人の更生の契機となるような機能を持つべ
きである。  
 
(2) 再犯リスク管理と更生支援の仕組みに関
する実態調査の成果 
 国内外の機関・団体を視察したことにより、
制度の国際比較ができた。日本と比較し、欧
州の再統合支援の仕組みの特徴として、１）
刑の個別化が日本よりも進んでいるが、その
前提として、判決前調査や関係機関内での情
報の共有があること、２）就労支援の対象を
元犯罪者に限定せず、一般の生活困窮者への
支援と同じ枠組みで行なっていること、３）
支援主体に公的機関だけでなくNGOや一般住
民が多く参加していること、４）再統合支援
がコミュニティ形成と連動していることを
把握できた。 
 また、厳罰化や再犯リスク管理への傾向が
強いと言われている米国（ロサンジェルス）
の犯罪者処遇も、「実証研究の成果に基づい
たソーシャルワーク」への指向性を強めてお
り、刑事政策と社会政策・地域福祉との連携
が進んでいることが確認できた。 
 欧米の制度や実践と比べ、日本の犯罪者処
遇ではまず処遇者・支援者との関係性を基盤
に置き、その上で、支援者が十分とは言えな
い地域の社会資源をうまく繋いで当人の生
活の安定を計るような支援を行なっていた。  
  そこでは、欧米流の再犯リスク管理は行わ
れず、当人の生活を安定させたい、あるいは
釈放後に築いた社会関係を大切にしたいと
いう動機付けを有効に活用しているように
思えた。ただし、公的住居の手当てや収入の
不安定な者に対する生活保障等自治体によ
る支援制度はより充実させることが望まれ
る。 
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